
連結リスク管理債権� （単位：百万円）
区　分 平成30年3月31日 平成31年3月31日

破綻先債権額 314 377
延滞債権額 10,962 10,574
3カ月以上延滞債権額 － 18
貸出条件緩和債権額 1,952 2,072

合　計 13,229 13,044
1.破綻先債権
　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上
しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条
第1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
2.延滞債権
　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
3.3カ月以上延滞債権
　元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
4.貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

セグメント情報等
【セグメント情報】
1.報告セグメントの概要
　当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業
績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
　当行グループは、当行及び連結子会社2社で構成され、銀行業を中心に、リース事業、クレジットカード事業及び信用保証事業といった金融サービス
に係る事業を行っており、「銀行業務」、「リース業務」を報告セグメントとしております。
   「銀行業務」は、預金、貸出、有価証券投資、内国為替、外国為替及び証券投資信託や保険商品等の窓口販売業務等を行っております。「リース業務」
は、ファイナンス・リース等の業務を行っております。
2.報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一であります。報告セグ
メントの利益は、経常利益ベースの数値であります。
   なお、セグメント間の内部経常収益は、第三者間取引価格に基づいております。
3.報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
Ⅰ　前連結会計年度 （自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）� （単位：百万円）

区　　分 報告セグメント その他 合　計 調整額 連結財務諸表
計上額銀行業務 リース業務 計

経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 12,309 974 13,283 312 13,595 △19 13,576
（2）セグメント間の内部経常収益 21 2 24 45 70 △70 －

計 12,331 976 13,308 357 13,665 △89 13,576
セグメント利益 1,663 9 1,672 39 1,712 △2 1,710
セグメント資産 797,062 2,832 799,895 8,401 808,297 △7,864 800,432
セグメント負債 759,481 2,058 761,539 6,733 768,273 △7,381 760,891
その他の項目

減価償却費 1,066 8 1,075 5 1,080 － 1,080
資金運用収益 8,255 1 8,256 38 8,295 △8 8,287
資金調達費用 185 10 196 0 196 △6 190
特別利益 1 0 1 － 1 － 1

（固定資産処分益） 1 0 1 － 1 － 1
特別損失 68 0 68 0 68 － 68

（固定資産処分損） 24 0 24 0 24 － 24
（減損損失） 44 － 44 － 44 － 44
税金費用 323 7 330 3 334 △0 334
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 383 － 383 6 389 － 389

（注） 1.一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。
　　 2.「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード事業、信用保証業であります。
　　 3.‌�外部顧客に対する経常収益の調整額△19百万円は、貸倒引当金戻入益の調整であります。
　　 4.‌�セグメント利益の調整額△2百万円、セグメント資産の調整額△7,864百万円、セグメント負債の調整額△7,381百万円、資金運用収益の調整額△8百万円、資

金調達費用の調整額△6百万円及び税金費用の調整額△0百万円は、いずれもセグメント間取引消去であります。
　　 5.‌�セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

Ⅱ　当連結会計年度 （自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日）� （単位：百万円）

区　　分 報告セグメント その他 合　計 調整額 連結財務諸表
計上額銀行業務 リース業務 計

経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 11,351 877 12,229 343 12,572 △7 12,564
（2）セグメント間の内部経常収益 23 2 25 42 68 △68 －

計 11,375 879 12,254 386 12,641 △76 12,564
セグメント利益 759 40 799 70 869 △1 867
セグメント資産 785,972 3,227 789,199 7,747 796,947 △7,173 789,773
セグメント負債 746,670 2,375 749,045 6,002 755,048 △6,690 748,358
その他の項目

減価償却費 1,022 8 1,031 5 1,036 － 1,036
資金運用収益 8,089 0 8,089 32 8,121 △7 8,114
資金調達費用 158 9 168 0 168 △5 162
特別利益 1,176 － 1,176 － 1,176 － 1,176

（固定資産処分益） 1,176 － 1,176 － 1,176 － 1,176
特別損失 76 4 80 0 81 － 81

（固定資産処分損） 76 4 80 0 81 － 81
税金費用 669 16 685 10 695 △0 695
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 408 － 408 3 411 － 411

（注） 1.一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。
　　 2.「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード事業、信用保証業であります。
　　 3.‌�外部顧客に対する経常収益の調整額△7百万円は、貸倒引当金戻入益の調整であります。
　　 4.‌�セグメント利益の調整額△1百万円、セグメント資産の調整額△7,173百万円、セグメント負債の調整額△6,690百万円、資金運用収益の調整額△7百万円、資

金調達費用の調整額△5百万円及び税金費用の調整額△0百万円は、いずれもセグメント間取引消去であります。
　　 5.‌�セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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【関連情報】
1.サービスごとの情報
Ⅰ　前連結会計年度 （自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）� （単位：百万円）

貸出業務 有価証券投資業務 役務取引業務 その他 合計
外部顧客に対する経常収益 6,714 2,241 3,027 1,593 13,576 

（注） 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

Ⅱ　当連結会計年度 （自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日）� （単位：百万円）
貸出業務 有価証券投資業務 役務取引業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 6,368 2,144 2,861 1,189 12,564 
（注） 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
2.地域ごとの情報
 （1）経常収益
　  　本邦以外の外部顧客に対する経常収益がないため、該当事項はありません。
 （2）有形固定資産
　  　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
3.主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
Ⅰ　前連結会計年度 （自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）� （単位：百万円）

報告セグメント その他 合計銀行業務 リース業務 計
減損損失 44 － 44 － 44

Ⅱ　当連結会計年度 （自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日）� （単位：百万円）
報告セグメント その他 合計銀行業務 リース業務 計

減損損失 － － － － －
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
　該当事項はありません。

関連当事者との取引
Ⅰ　前連結会計年度 （自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）
　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等� （単位：百万円）

種類 会社等の名称又は氏名 所在地 資本金又は出資金 事業の内容又は職業 議決権等の所有（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員及び
その近親者 笠間京子 － － 不動産

賃貸業 － 資金貸借 資金の貸出
利息の受取

△1
0

貸出金
（注2） 72

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.取引条件については、一般の取引と同様に決定しております。
　　2.‌�笠間京子氏は当行取締役笠間善裕氏の近親者であり、当行は当該取締役と連帯保証契約を締結しております。なお、笠間京子氏は、平成29年12月8日に逝去され

ました。現在相続手続中のため、故人の名義で記載しております。
Ⅱ　当連結会計年度 （自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日）
　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等� （単位：百万円）

種類 会社等の名称又は氏名 所在地 資本金又は出資金 事業の内容又は職業 議決権等の所有（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員及び
その近親者 笠間善裕 － － 当行取締役

被所有
直接
0.00％

資金貸借 資金の貸出
利息の受取

△3
1

貸出金
（注2） 69

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.取引条件については、一般の取引と同様に決定しております。
　　2.‌�当行取締役笠間善裕氏の近親者である笠間京子氏の逝去に伴い、相続により同氏の債務引受を行ったものであります。

退職給付関係
1.採用している退職給付制度の概要
　当行及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けておりましたが、厚生年金基金制度は平成17年4月1日
付で確定給付型の企業年金基金制度へ移行しました。
　また、当行は厚生年金基金の代行部分について、平成15年3月1日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受け、同様に平成17年4月1日に厚生
労働大臣から過去分支給義務免除の認可を受けました。
　当行は平成27年4月1日に退職給付企業年金制度の一部について、確定拠出年金制度へ移行しました。
2.確定給付制度
 （1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表� （単位：百万円）

区　　分
前連結会計年度

（自　平成29年4月  1日
至　平成30年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成30年4月  1日

至　平成31年3月31日）
退職給付債務の期首残高 1,957 1,907
　勤務費用 89 83
　利息費用 12 12
　数理計算上の差異の発生額 △3 △4
　退職給付の支払額 △149 △194
　過去勤務費用の発生額 － －
　その他 － －
退職給付債務の期末残高 1,907 1,803

 （2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表� （単位：百万円）

区　　分
前連結会計年度

（自　平成29年4月  1日
至　平成30年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成30年4月  1日

至　平成31年3月31日）
年金資産の期首残高 1,036 999
　期待運用収益 20 19
　数理計算上の差異の発生額 10 △7
　事業主からの拠出額 － －
　退職給付の支払額 △67 △54
　その他 － －
年金資産の期末残高 999 957
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 （3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表� （単位：百万円）

区　　分
前連結会計年度

（自　平成29年4月  1日
至　平成30年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成30年4月  1日

至　平成31年3月31日）
積立型制度の退職給付債務 565 511
年金資産 999 957

△434 △445
非積立型制度の退職給付債務 1,341 1,291
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 907 845

退職給付に係る負債 1,341 1,291
退職給付に係る資産 434 445
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 907 845

 （4）退職給付費用及びその内訳項目の金額� （単位：百万円）

区　　分
前連結会計年度

（自　平成29年4月  1日
至　平成30年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成30年4月  1日

至　平成31年3月31日）
勤務費用 89 83
利息費用 12 12
期待運用収益 △20 △19
数理計算上の差異の費用処理額 14 5
過去勤務費用の費用処理額 △21 △21
その他 － －
確定給付制度に係る退職給付費用 74 59

（5）退職給付に係る調整額
 　　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。� （単位：百万円）

区　　分
前連結会計年度

（自　平成29年4月  1日
至　平成30年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成30年4月  1日

至　平成31年3月31日）
過去勤務費用 △21 △21
数理計算上の差異 27 2
その他 － －
合計 6 △19

（6）退職給付に係る調整累計額
 　　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。� （単位：百万円）

区　　分
前連結会計年度

（自　平成29年4月  1日
至　平成30年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成30年4月  1日

至　平成31年3月31日）
未認識過去勤務費用 △150 △129
未認識数理計算上の差異 △23 △25
その他 － －
合計 △173 △154

（7）年金資産に関する事項
 　　①年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。�

区　　分
前連結会計年度

（自　平成29年4月  1日
至　平成30年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成30年4月  1日

至　平成31年3月31日）
債券 72％ 72％
株式 23％ 24％
現金及び預金 5％ 4％
その他 － －
合計 100％ 100％

 　　②長期期待運用収益率の設定方法
 　　　‌‌�年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期

待される長期の収益率を考慮しております。
（8）数理計算上の計算基礎に関する事項
 　　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）�

区　　分
前連結会計年度

（自　平成29年4月  1日
至　平成30年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成30年4月  1日

至　平成31年3月31日）
割引率 0.64％ 0.64％
長期期待運用収益率 2.00％ 2.00％
予想昇給率 4.00％ 4.00％

3.確定拠出制度
　当行の確定拠出制度への要拠出額は前連結会計年度121百万円、当連結会計年度117百万円であります。
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